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(57)【要約】　　　（修正有）
【課題】位置効果及び非等時性の両方をなくした交差条
片を有する計時器共振器を提供する。
【解決手段】計時器又は時計は、少なくとも１つの共振
器１００を含み、少なくとも１つの共振器１００は、計
時器ムーブメントの構造体に固定した接続要素２に対し
て揺動する少なくとも１つの錘１を含み、錘１は、弾性
交差条片３、４によって接続要素２から懸架し、交差条
片３、４は、２つの平行平面内で互いからある距離で延
在し、平行平面のうち１つにおける条片の突出部は、錘
１の仮想枢動軸Ｏで交差し、頂角である第１の角度αを
一緒に画定し、仮想枢動軸Ｏに対向して、接続要素２の
部分が延在し、接続要素２の部分は、交差条片３、４の
接続要素２への取付け部の間に位置し、第１の角度αは
、６８°から７６°の間を含む。
【選択図】図１
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【特許請求の範囲】
【請求項１】
　接続要素（２）に対して揺動する少なくとも１つの錘（１）を備える計時器共振器（１
００）であって、前記接続要素（２）は、前記共振器内に含まれ、計時器ムーブメント（
２００）の構造体に直接又は間接的に固定するように配置し、前記少なくとも１つの錘（
１）は、交差条片（３、４）によって前記接続要素（２）から懸架し、前記交差条片（３
、４）は、２つの平行平面内で互いからある距離で延在する弾性条片であり、前記平行平
面のうち１つにおける前記交差条片の方向突出部は、前記錘（１）の仮想枢動軸（Ｏ）で
交差し、前記仮想枢動軸（Ｏ）から、頂角である第１の角度（α）を一緒に画定し、前記
仮想枢動軸（Ｏ）に対向して、前記接続要素（２）の部分が延在し、前記接続要素（２）
の前記部分は、前記交差条片（３、４）の前記接続要素（２）への取付け部の間に位置す
る、計時器共振器（１００）において、前記第１の角度（α）は、６８°から７６°の間
を含むことを特徴とする、計時器共振器（１００）。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、計時器共振器に関し、計時器共振器は、接続要素に対して揺動する少なくと
も１つの錘を備え、接続要素は、共振器内に含まれ、計時器ムーブメントの構造体に直接
又は間接的に固定するように配置し、前記少なくとも１つの錘は、交差条片又は梁によっ
て前記接続要素から懸架し、交差条片又は梁は、２つの平行平面内で互いからある距離で
延在する弾性条片であり、前記平行平面のうち１つにおける前記条片の方向突出部は、前
記錘の仮想枢動軸で交差し、前記仮想枢動軸から、頂角である第１の角度を一緒に画定し
、仮想枢動軸に対向して、前記接続要素の部分が延在し、前記接続要素の部分は、前記交
差条片の前記接続要素への取付け部の間に位置する。
【０００２】
　本発明は、そのような共振器を含む計時器ムーブメントにも関する。
【０００３】
　本発明は、そのようなムーブメント及び／又はそのような共振器を含む計時器、特に時
計にも関する。
【０００４】
　本発明は、計時器、特に時計に関する時間の基礎の分野に関する。
【背景技術】
【０００５】
　交差条片又は梁を有するてんぷ車は、ぜんまい付きてんぷの代わりに、機械式時計にお
ける時間の基礎として使用できる共振器である。
【０００６】
　交差条片又は梁を使用すると、枢動部でもはや摩擦が一切ないため、品質係数が高まる
という利点を有する。
【０００７】
　しかし、交差条片を有するてんぷには、２つの著しい欠点がある。
　弾性戻りトルクが非線形であるため、システムを非等時性にする、即ち、共振器の振動
数が、振動振幅によって変化すること；
　てんぷの質量中心は、瞬間回転軸の寄生運動に起因する残留運動を受けることである。
したがって、共振器の振動数は、重力場での時計の向きによって変化し、このことは、位
置効果として公知である。
【０００８】
　Ｆ．Ｂａｒｒｏｔ、Ｔ．Ｈａｍａｇｕｃｈｉによる刊行物、「Ｕｎ　ｎｏｕｖｅａｕ　
ｒｅｇｕｌａｔｅｕｒ　ｍｅｃａｎｉｑｕｅ　ｐｏｕｒ　ｕｎｅ　ｒｅｓｅｒｖｅ　ｄｅ
　ｍａｒｃｈｅ　ｅｘｃｅｐｔｉｏｎｎｅｌｌｅ」、スイス時計学会の２０１４年スタデ
ィー・デイの会報では、著者等は、交差条片を有するてんぷから形成した揺動器を開示し
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た。上記著者等は、「重力に対するてんぷの向きとは無関係な振動数をもたらす」ために
「Ｗｉｔｔｒｉｃｋ型の枢動部の実装を選択する」ことを説明している。条片がその長さ
部の８分の７で交差するこの特性の構成は、Ｗ．Ｈ．Ｗｉｔｔｒｉｃｋの著書、＜＜Ｔｈ
ｅ　ｐｒｏｐｅｒｔｉｅｓ　ｏｆ　ｃｒｏｓｓｅｄ　ｆｌｅｘｕｒｅ　ｐｉｖｏｔｓ　ａ
ｎｄ　ｔｈｅ　ｉｎｆｌｕｅｎｃｅ　ｏｆ　ｔｈｅ　ｐｏｉｎｔ　ａｔ　ｗｈｉｃｈ　ｔ
ｈｅ　ｓｔｒｉｐｓ　ｃｒｏｓｓ（交差撓み枢動部の特性及び条片交差点の影響）＞＞、
Ｔｈｅ　Ａｅｒｏｎａｕｔｉｃａｌ　Ｑｕａｒｔｅｒｌｙ　ＩＩ（４）、２７２～２９２
頁（１９５１年）において開示された。上記特性は、仮想回転軸の変位を最小にし、その
結果、位置効果を最小にするという利点を有する。しかし、２つの条片の間が９０°の角
度である場合、これらの著書で使用される、こうした交差条片を有するてんぷは、かなり
非等時性であり、この理由は、上記書著等が、等時性補正器と呼ばれる更なる構成要素を
介して補償を使用したためである。実験測定値は、そのような補償が、実際には非常に達
成困難であることを示しており、したがって、弾性戻りトルクの非線形によって生じる位
置効果及び非等時性の両方をなくす条片の形状を見出すことが非常に有用であると思われ
る。
【０００９】
　ＣＳＥＭ名義のＥＰ特許出願第２９１１０１２Ａ１号は、仮想枢動部を有する回転計時
器揺動器を開示しており、仮想枢動部は、特に、一体式実施形態では、いくつかの可撓性
条片によって支持部に接続したてんぷを有する。少なくとも２つの可撓性条片は、揺動器
の平面に直交する平面で延在し、直線における互いへの割線は、揺動器の揺動形状軸を画
定し、この軸は、それぞれの長さ部の８分の７で２つの条片を交差させる。
【００１０】
　独自の摩擦のない、仮想揺動軸周りの回転を得る一方で、この軸の変位を最小にするた
めに、長さ部の８分の７で交差点を有する構成が最適であることは、Ｗ．Ｈ．Ｗｉｔｔｒ
ｉｃｋ、シドニー大学、１９５１年２月の著書により既に公知である。
【００１１】
　この文献ＥＰ２９１１０１２Ａ１では、条片が、Ｎ個の辺を有する内側正多角形の辺に
直交して出現し、揺動仮想軸周りにＮ個の対称位数を有することが想定されているにもか
かわらず、唯一の示される特定構成は、内側正方形の構成であり、この構成では、条片を
含む２つの平面は、互いに直交する。当該文献によれば、条片の数及びそれらの構成は、
特に、美的観点からシステムに与えられた空間とシステムの安定性との間の妥協の結果に
よって規定されるという。既に公知である８分の７規則以外、ＥＰ特許出願第２９１１０
１２Ａ１号には、最適な等時性に関する特定の好ましい形状パラメータの明示的な記載は
ない。
【先行技術文献】
【特許文献】
【００１２】
【特許文献１】ＥＰ特許出願第２９１１０１２Ａ１号
【非特許文献】
【００１３】
【非特許文献１】Ｆ．Ｂａｒｒｏｔ、Ｔ．Ｈａｍａｇｕｃｈｉによる刊行物、「Ｕｎ　ｎ
ｏｕｖｅａｕ　ｒｅｇｕｌａｔｅｕｒ　ｍｅｃａｎｉｑｕｅ　ｐｏｕｒ　ｕｎｅ　ｒｅｓ
ｅｒｖｅ　ｄｅ　ｍａｒｃｈｅ　ｅｘｃｅｐｔｉｏｎｎｅｌｌｅ」、スイス時計学会の２
０１４年スタディー・デイの会報
【非特許文献２】Ｗ．Ｈ．Ｗｉｔｔｒｉｃｋの著書、＜＜Ｔｈｅ　ｐｒｏｐｅｒｔｉｅｓ
　ｏｆ　ｃｒｏｓｓｅｄ　ｆｌｅｘｕｒｅ　ｐｉｖｏｔｓ　ａｎｄ　ｔｈｅ　ｉｎｆｌｕ
ｅｎｃｅ　ｏｆ　ｔｈｅ　ｐｏｉｎｔ　ａｔ　ｗｈｉｃｈ　ｔｈｅ　ｓｔｒｉｐｓ　ｃｒ
ｏｓｓ（交差撓み枢動部の特性及び条片交差点の影響）＞＞、Ｔｈｅ　Ａｅｒｏｎａｕｔ
ｉｃａｌ　Ｑｕａｒｔｅｒｌｙ　ＩＩ（４）、２７２～２９２頁（１９５１年）
【非特許文献３】Ｗ．Ｈ．Ｗｉｔｔｒｉｃｋ、シドニー大学、１９５１年２月の著書
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【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【００１４】
　本発明者等は、一方で、位置効果が、２つの交差条片の間の角度によってほとんど変化
しないこと、他方で、弾性戻り力の非線形によって生じる非等時性は、前記角度によって
かなり変化することを観察したので、本発明者等は、多数の模擬実験によって、位置効果
及び等時性の両方を同時に最適化する角度値を見出すことが可能であることを実証した。
【課題を解決するための手段】
【００１５】
　したがって、本発明は、てんぷ条片のために最適化した形状を提案することによって、
従来技術の欠点をなくすことを提案するものであり、これらのてんぷ条片は、非線形弾性
戻り力によって生じる位置効果及び非等時性の両方をなくす。この目的で、本発明は、計
時器共振器に関し、計時器共振器は、接続要素に対して揺動する少なくとも１つの錘を備
え、接続要素は、共振器内に含まれ、計時器ムーブメントの構造体に直接又は間接的に固
定するように配置し、前記少なくとも１つの錘は、交差条片によって前記接続要素から懸
架し、交差条片は、２つの平行平面内で互いからある距離で延在し、前記平行平面のうち
１つにおける前記条片の方向突出部は、前記錘の仮想枢動軸で交差し、前記仮想枢動軸か
ら、頂角である第１の角度を一緒に画定し、仮想枢動軸に対向して、前記接続要素の部分
が延在し、前記接続要素の部分は、前記交差条片の前記接続要素への取付け部の間に位置
し、前記第１の角度は、６８°から７６°の間を含むことを特徴とする。
【００１６】
　本発明は、そのような発振器を含む計時器ムーブメントにも関する。
【００１７】
　本発明は、そのようなムーブメント及び／又はそのような共振器を含む計時器、特に時
計にも関する。
【００１８】
　本発明の他の特徴及び利点は、添付の図面を参照しながら以下の詳細な説明を読めば明
らかになるであろう。
【図面の簡単な説明】
【００１９】
【図１】実線で示す休止位置、及びてんぷがその休止位置から離れた瞬時位置（交差条片
を点線で示す）における、交差条片を有するてんぷを有する共振器の概略平面図である。
図１は、交差条片が交差条片を保持する接続要素内に斜めに固定された一般的なケースを
示し、接続要素は、計時器ムーブメントの構造体に取り付ける。
【図１Ａ】接続要素の固定点で、各条片の端部に直交する表面において固定を達成した、
好ましい構成の図である。
【図２】交差条片が共振器の休止位置で直交する従来技術を示すグラフであり、縦座標上
の弾性定数ｋの変動は、横座標上の休止位置に対してんぷが形成する現在の角度θに応じ
て変化することを示す。
【図３】同じ従来技術のグラフであり、Ｘ及びΔＸに対する質量中心変動の座標は、横座
標上の休止位置に対してんぷが形成する現在の角度θに応じて変化することを示す。座標
ΔＸの変動は、グラフが単位を有さないように条辺長さＬに対して標準化する。
【図４】同じ従来技術のグラフであり、Ｙ及びΔＹに対する質量中心変動の座標は、横座
標上の休止位置に対してんぷが形成する現在の角度θに応じて変化することを示す。座標
ΔＹの変動は、グラフが単位を有さないように条辺長さＬに対して標準化する。
【図５】交差条片が共振器の休止位置において７２°に近い第１の角度αを互いに形成す
る本発明を示すグラフであり、縦座標上の弾性定数ｋの変動は、横座標上の休止位置に対
してんぷが形成する現在の角度θに応じて変化することを示す。
【図６】交差条片が共振器の休止位置において７２°に近い第１の角度αを互いに形成す
る本発明のグラフであり、Ｘ及びΔＸに対する質量中心変動の座標は、横座標上の休止位
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置に対してんぷが形成する現在の角度θに応じて変化することを示す。座標ΔＸの変動は
、グラフが単位を有さないように条辺長さＬに対して標準化する。
【図７】交差条片が共振器の休止位置において７２°に近い第１の角度αを互いに形成す
る本発明のグラフであり、Ｙ及びΔＹに対する質量中心変動の座標は、横座標上の休止位
置に対してんぷが形成する現在の角度θに応じて変化することを示す。座標ΔＹの変動は
、グラフが単位を有さないように条辺長さＬに対して標準化する。
【図８】交差条片を有する共振器が、調整アンクル共振器である変形形態の図である。
【図９】図１のケースの微細加工材料から作製した接続要素を有する一体弾性条片の撓み
の影響の領域の深さを点線で示す詳細図である。
【図９Ａ】図１Ａのケースの等価物の図である。
【図１０】そのような共振器を備える機構を有するムーブメントを含む計時器又は時計を
示すブロック図である。
【図１１Ａ】交差条片を有するてんぷの非等時性が、パラメータＱ＝ｒｉ／Ｌに応じて変
化することを示すグラフであり、このパラメータは、本発明（α＝７１．２°）と従来技
術（α＝９０°）との性能の比較を可能にする。１日あたりの秒（ｓ／ｄ）で測定した非
等時性は、異なる振幅で観察された比率の差である（１２°及び８°の選択値は、関係す
るシステムの動作範囲の典型である）。
【図１１Ｂ】交差条片を有するてんぷの比率に対する位置効果が、本発明（α＝７１．２
°）及び従来技術（α＝９０°）に対するパラメータＱ＝ｒｉ／Ｌに応じて変化すること
を示すグラフである。
【発明を実施するための形態】
【００２０】
　本明細書で使用する用語「質量中心」は、用語「慣性中心」としても理解することがで
きる。
【００２１】
　本発明は、計時器共振器１００に関し、計時器共振器１００は、共振器内に含まれる接
続要素２に対して揺動する少なくとも１つの錘１を含む。この接続要素２は、計時器ムー
ブメント２００の構造体に直接又は間接的に取り付けるように構成する。
【００２２】
　この少なくとも１つの錘１は、接続要素２から交差条片又は梁３、４によって懸架し、
交差条片又は梁３、４は、２つの平行平面内で互いからある距離で延在する弾性条片又は
梁であり、これらの平行平面のうち１つの前記条片の方向突出部は、錘１の仮想枢動軸Ｏ
で交差し、この仮想枢動軸Ｏから、頂角である第１の角度αを一緒に画定し、仮想枢動軸
Ｏに対向して、交差条片３、４の接続要素２への取付け部の間に位置する接続要素２の部
分が延在する。
【００２３】
　本発明によれば、本明細書の以下で説明するように、この第１の角度αは、６８°から
７６°の間を含む。
【００２４】
　より具体的且つ非限定的には、錘１は、図１及び図１Ａに見られるようにてんぷ車であ
り、図１及び図１Ａは、休止位置における、交差条片を有する錘を有する共振器１００の
形状を実線で示す。
【００２５】
　錘１は、２つの交差条片３及び４によって接続要素２に固定保持する。これらの交差条
片３及び４は、２つの平行平面内で互いからある距離で延在する弾性条片であり、平行平
面のうち１つの前記条片の方向突出部は、錘１の仮想枢動軸Ｏで交わる。これらの交差条
片により、錘１が回転し、錘１が３つの方向Ｘ、Ｙ、Ｚに実質的に並進移動しないように
し、小さな衝撃への良好な耐性をもたらすことも可能になる。図１は、交差条片３、４が
、交差条片３、４を保持する接続要素２内に斜めに固定された一般的なケースを示す。図
１Ａは、固定が、接続要素の固定点で、各条片３、４の端部に直交する表面上にある、好
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ましい構成を示す。
【００２６】
　座標Ｏの起点は、共振器１００がその休止位置にある場合、条片３及び４の交点に置か
れる。錘がその休止位置にある場合、錘の瞬時回転中心及び質量中心も、起点Ｏに位置す
る。第１の角度αの二等分線は、方向Ｘを画定し、方向Ｘにより、前記平行平面のうち１
つにおける２つの条片３及び４の突出部は、第１の角度αの半分である角度βを形成する
。
【００２７】
　図１の好ましい実施形態では、共振器１００は、軸ＯＸに対して対称である。
【００２８】
　従来技術では、第１の角度αは、９０°の値を有する。
【００２９】
　図１では、内側半径ｒｉは、点Ｏと、接続要素２内の条片３及び４の固定点との間の距
離である。外側半径ｒｅは、点Ｏと、錘１内の条片３及び４の固定点との間の距離である
。ｒｉ及びｒｅの役割は、使用する基準枠が接続要素のものであるか又は錘のものである
かどうかに応じて交換できることに留意されたい。以下の式の全ては、計数される相対回
転運動であるため、依然として有効である。
【００３０】
　条片のそれぞれの全長Ｌは、この対称構成では、Ｌ＝ｒｉ＋ｒｅである。
【００３１】
　第１の角度αは、錘共振器１００がその休止位置にある場合、２つの条片３と４との間
の角度である。この第１の角度αは、（Ｏでは）頂角であり、接続要素２に対する条片３
及び４の開度を画定し、Ｏに対向して、交差条片３及び４の前記要素への取付け部との間
に位置する接続要素２の部分が延在する。
【００３２】
　条片によって錘に加えられる弾性戻りトルクは、Ｍ＝ｋ．θとして記述でき、式中、ｋ
は弾性定数であり、θは、錘１の休止位置に対して錘１がもたらした現在の角度である。
図１及び図１Ａは、現在の角度θの瞬時値θｉを示し、現在の角度θの瞬時値θｉは、そ
の瞬時位置Ｍｉに対する点Ｍの偏差に対応し、瞬時位置Ｍｉは、図１及び図１Ａの点線で
示す条片３及び４の撓み位置３ｉ及び４ｉに対応する。
【００３３】
　トルクは非線形であるため、弾性定数は、錘の角度ｋ（θ）＝Ｍ／θと共に変動する。
【００３４】
　従来技術の場合の、錘の現在の角度θに応じて変化する弾性定数ｋの変動を図２に示す
。弾性戻り力は、比率Ｑ＝ｒｉ／Ｌ＝０．１０では線形であることがわかる。
【００３５】
　同じ従来技術の場合の、錘の角度θに応じて変化する錘（ΔＸ、ΔＹ）の質量中心の変
位を図３及び図４に示す。異なる曲線は、異なるＱ＝ｒｉ／Ｌ比率に対応する。従来技術
では、ｒｉ／Ｌが０．１２から０．１３の間を含む場合、Ｘに沿った変位は最小であるこ
とがわかる。
【００３６】
　したがって、従来技術を表す図２から図４の全てでは、実質的な線形戻りトルク及び実
質的にゼロの変位ΔＸが同時にある比率Ｑ＝ｒｉ／Ｌの値がないことが観察される。
【００３７】
　したがって、α＝９０°である従来技術の構成では、等時性（線形弾性戻り力）である
と同時に位置に依存しない（Ｘに沿った質量中心のゼロ変位）システムを有することが可
能ではない。
【００３８】
　本発明は、そのような共振器が等時性で且つ位置に依存しないものとすることができる
形状の決定に努める。
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【００３９】
　本発明の範囲内で行った研究により、適切な値を決定することができる。
【００４０】
　７２°の第１の角度α、及び０．１２から０．１３の間を含む比率Ｑ＝ｒｉ／Ｌを用い
ると、システムは、等時性であると同時に位置に依存しない。
【００４１】
　実際に、７２°に近い第１の角度αを用いて、錘の現在の角度θに応じて変化する弾性
定数ｋの変動を図５に示す。弾性戻り力は、比率Ｑ＝ｒｉ／Ｌが０．１２から０．１３の
間を含む場合、線形であることがわかる。
【００４２】
　同様に、７２°に近い第１の角度αを用いて、錘の現在の角度θに応じて変化するＸに
沿った錘の質量中心の変位を図６に示す。異なる曲線は、異なるｒｉ／Ｌ比率に対応する
。Ｑ＝ｒｉ／Ｌが０．１２から０．１３の間を含む場合、Ｘに沿った変位はなくなること
がわかる。
【００４３】
　したがって、７２°に近い第１の角度α及び０．１２から０．１３の間を含む比率Ｑ＝
ｒｉ／Ｌを用いると、線形戻りトルクであると同時にＸに沿った質量中心がゼロ変位であ
ることが観察され、このことは相当な利点である。
【００４４】
　第１の角度αの値のこの特徴は、本発明の本質的な特徴を構成し、決して偶発的なもの
ではない。というのは、この値は、等時性を保証すると同時に位置効果をなくすことがで
きる唯一の値であるためである。この点を明確に示すために、本発明者等は、交差条片を
有する錘の非等時性、即ち、２つの異なる振幅で観察した（１日あたりの秒の）比率の差
の模擬実験を行った（本発明者等は、関係するシステムの動作範囲の典型である１２°及
び８°を選択した）。従来技術（α＝９０°）の場合及び本発明（α＝７２°）の場合の
両方で、パラメータＱ＝ｒｉ／Ｌに応じて変化する結果を図１１Ａのグラフに示す。非等
時性は、角度α及びパラメータＱ＝ｒｉ／Ｌによって大きく異なることが観察される。パ
ラメータＱ＝０．１２５であり角度α＝９０°の場合の従来技術は、かなり非等時性であ
る。というのは、比率変動が１日当たり約１７秒の値を有するためである。しかし、本発
明によると、交差条片を有する錘は、α＝７１．２°では等時性である。完全にする目的
で、本発明者等は、交差条片を有する錘に対する位置効果、即ち、水平位置（水平Ｘ軸及
びＹ軸）と垂直位置（重力と位置合わせした水平Ｙ軸及びＸ軸）との間で観察される比率
差の模擬実験も行った。従来技術（α＝９０°）の場合及び本発明（α＝７１．２°）の
場合の両方で、パラメータＱ＝ｒｉ／Ｌに応じて変化する結果を図１１Ｂのグラフに示す
。位置効果は、角度α及びパラメータＱ＝ｒｉ／Ｌにはそれほど変化しないことが観察さ
れる。このことは、αを使用して等時性を最適化し、Ｑを使用して位置効果を最小にする
ことにある本発明者等のアプローチを説明している。Ｑ＝ｒｉ／Ｌの最適値は、角度αよ
ってはほとんど変化せず、最適値は、本発明（α＝７１．２°）では０．１２６４の値を
有し、従来技術（α＝９０°）では０．１２７０の値を有することに留意されたい。最後
に、α＝７１．２°の選択は、システムを等時性で且つ位置に依存しないものとすること
ができる唯一の選択であることに留意することが重要である。
【００４５】
　要約すると、従来技術は、最適な等時性からほど遠く、本発明は、最適な等時性を達成
するために適切な角度値を用いることにある。
【００４６】
　実際には、この最適な形状構成は、条片３及び４の幅、錘の振動振幅及び製造公差に応
じて、非常にわずかに変動することがある。
【００４７】
　図９及び図９Ａは、交差条片の材料の性質に応じて、条片３及び４の全長の推定をごく
わずかに修正できる現象を示す。条片の曲げ効果が接続要素の深さに現れた場合（シリコ
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ン等から作製した一体式実施形態の例の場合）、この深さは、条片のほぼ半分の厚さに対
応することが推定できる。次に、値ｒｉを値ｒｉｍ＝ｒｉ＋ｅ／２と置き換えることによ
って、値ｒｉを修正することが必要であり、式中、ｅは、関係する条片３又は４の厚さで
ある。
【００４８】
　したがって、全長を修正し：Ｌｍ＝ｒｉ＋ｅ／２＋ｒｅ、比率Ｑを同様に修正しなけれ
ばならない：Ｑｍ＝（ｒｉ＋ｅ／２）／（ｒｉ＋ｅ／２＋ｒｅ）。Ｑｍは、０．１２から
０．１３の間を含まなければならない。
【００４９】
　実際には、第１の角度αの適切な値は、６８°から７６°の間を含み、好ましくは、で
きるだけ７１．２°に近く、比率Ｑ＝ｒｉ／Ｌの最適な値は、０．１２から０．１３の間
を含む。
【００５０】
　特定の変形形態では、共振器１００は、一体式である。
【００５１】
　より具体的には、共振器１００は、ＭＥＭＳ又はＬＩＧＡ技術によって製造可能な微細
加工材料から作製するか、若しくはシリコン若しくはシリコン酸化物から作製するか又は
少なくとも部分的に非晶質金属若しくは金属ガラス若しくは石英若しくはＤＬＣから作製
する。
【００５２】
　これらのケースのうち１つでは、最適な値は、比率Ｑｍ＝（ｒｉ＋ｅ／２）／（ｒｉ＋
ｅ／２＋ｒｅ）であり、Ｑｍは、０．１２から０．１３の間を含まなければならない。よ
り具体的には、この比率Ｑｍは、０．１２６４に等しいように選択する。
【００５３】
　有利な変形形態では、第１の角度αは、７０°から７６°の間を含む。
【００５４】
　更により具体的には、第１の角度αは、７０°から７４°の間を含む。更により具体的
には、第１の角度αは、７１．２°に等しい。
【００５５】
　Ｙに沿った質量中心の変位は、図７に見られる関数ΔＹ（θ）の偶奇性のために、共振
器の比率に影響を与えないことも留意されたい。換言すると、交差条片を有する錘を有す
るこの共振器に関して、位置に依存しない比率に対する変位ΔＸをなくすのに十分である
。
【００５６】
　本発明は、少なくとも１つのそのような共振器１００を含む計時器ムーブメント２００
にも関する。
【００５７】
　本発明は、そのようなムーブメント２００及び／又はそのような共振器１００を含む計
時器３００、特に時計にも関する。
【００５８】
　したがって、本発明は、交差条片を有する錘を有する共振器を、等時性にすると同時に
位置に依存させないことが可能である。
【００５９】
　本発明は、交差条片を有する共振器の他の構成、特に図８に見られる調整アンクル構造
において適用可能である。いくつかの揺動錘の使用が、固定点での損失を最小にできるた
め、有利である。実際、単一の錘は、固定点で反力を生じるので、損失が生じる。固定点
での反力の和がゼロであるようにいくつかの揺動錘を組み合わせることによって、これら
の損失を相殺することが可能である。詳細には、共振器１００は、少なくとも２つの揺動
錘、特に、この図で見られるように２つの揺動錘を含むことができ、揺動錘の反対の動き
により、固定点で互いに補償する反力が生じる。この特定の非限定的な実施形態では、２
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つの錘１はそれぞれ、上記した特性に従って配置した２つの交差条片３及び４によって共
通の接続要素２に固定保持する。ここで、共振器１００は、有利には、軸Ｙに対して完全
に対称である。当然、他の変形実施形態が可能である。

【図１】 【図１Ａ】
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